
る関心は，1学期末に 52％が「できている」「だい

たいできている」と回答していたものが，2 学期

末では 59％となっていた。この数値については，

実践校における学校評価の経年比較を行ったとこ

ろ，SEL-8S による学習と連携を始める 1年前の平

成 25年 12月では 31％だった。このことから，連

携を始めたり， 継続したりすることで，保護者の

「共育」に対する関心が少しずつではあるが，高

まりつつあるということが分かった。 

4 総合考察 

研究Ⅰで課題として残った SEL-8S の学習回数

の不足や，家庭における実践と学校の学習内容の

ズレを解消するために，研究Ⅱでは，全校的に教

育活動に位置付け，学習内容と関連した取組を家

庭で実践できるようにした。 

子ども達の社会的能力や学校適応感については，

特に低位群の子ども達にとって伸びが見られ，社

会的能力や適応感が低い子どもにとって，予防開

発的な心理教育プログラムの導入がある程度有効

であることが示された。一方で，高位群について

は，上昇が見られることは少なかったことから，

高位群に対する何らかの支援が必要であることが

考えられる。江頭・高松（2014）は，適応感が低

位の子どもについては，担任へのコンサルテーシ

ョンが間接的に有効であったことを示しながら，

高位群の子どもに対しても同様にコンサルテーシ

ョンが必要であるとしている。教育プログラムの

実施にあたっては，学級間差についても触れられ

ることがあることから，各学級担任が学習や取組

を円滑に進めるためのサポートが必要になってく

ると思われる。また，学年の発達段階に応じた連

携を進めることが必要であることも考えられる。

高学年の子ども達にとって，挨拶や人との関わり

方について学校で学んだことを家庭でも保護者か

ら繰り返し言われることを敬遠する場合も考えら

れる。高学年の子どもに合わせた学校と家庭を繋

げる進め方として，例えば，自分で家庭での目標

を自己決定し，その達成度を保護者に見てもらう

ような方法を今後検討する必要がある。 

また，保護者の「共育」として取り組んだ学校

との連携に対する意識や関心については，全校的

な学習の実施や取組が一定程度行われることで，

徐々にではあるものの向上していることが示され

た。実際に SEL-8S による学習を参観してもらっ

た後やＰＴＡが主体となって実施した講演会の後

では，保護者の理解が高まっていたことからも，

学校からの働きかけとして学習を公開することや，

ＰＴＡ活動と連携して取組を進めることは有効で

あると考えられる。一方で，保護者と連携を有効

に進めるためには，各学級担任が取組等に関する

周知や評価を適切に行うことが必要である。今後

は学校全体で保護者との連携についての共通理解

を進めつつ，よい連携のモデルや学級担任の実践

事例を共有しながら，学校が組織として連携を進

めることができるような体制の整備やマネジメン

トが必要になる。例えば，各学年において推進が

円滑に行われるように，学年内での人間関係づく

りの学習の推進担当者を決定し，学年会の中で推

進状況等について担任同士で確認や検討をする時

間を設定することが考えられる。 
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チームによる生徒指導・教育相談体制を定着させる教員の力量向上の試み
− 教師の職能発達に着目した中学校における 段階の校内研修を通して −
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中学校において，チームによる生徒指導・教育相談の実践的力量形成と体制を定着させること

を目指した。まず必要とされる教員の力量の要素を先行実践から検討し，次に，生徒指導・教育

相談に効果的な研修の形態と内容について，研修への積極的取り組みのための動機付けや教師の

自己効力感に関する実践の検討を元に， 段階式の研修体系を構成して校内研修を実践した。その

結果，ミドル・リーダー育成を核とした 段階式の校内研修は，教師の職能発達を支える教師と

しての自己効力感を部分的に高めることが示され チームによって組織的に生徒の生徒指導上の

問題や学校適応の課題を解決するという実践に生かされた。よって 段階式の校内研修は，教師

の職能発達に有効であり，生徒指導・教育相談体制の定着に寄与することが示唆された。

キーワード：チーム援助，生徒指導・教育相談体制，教師の職能発達， 段階の校内研修

問題と目的

我が国の急激な社会変動の中，家庭や地域の教育

力や教育機能が低下し，児童生徒の抱える問題は多

様化・深刻化する傾向がみられると言われる。生徒

指導提要では，こうした児童生徒の抱える悩みを見

過ごすことなく，早期に発見し，助言や声かけを組

織的に行う体制を学校全体でつくることを求めてい

る。また，生徒指導の進め方として，児童生徒理解

に基づいた組織的対応と関係機関等との連携を推進

しており，中でも対応策としてチームによる支援の

在り方を具体的に述べている（文部科学省，2010）。
チームによる援助の形としては，小規模なコア援

助チームと呼ばれるものから，サポートチームと呼

ばれるネットワーク型援助チーム等があり，いずれ

のチームにもコーディネーターが必要とされ，学校

内のコーディネーターとしては，生徒指導担当，教

育相談担当，特別支援教育担当，養護教諭などが適

用されることが多い，と言われている(八並，2006)。
チームによる援助は在籍校においても推進され

ている。在籍校では平成 22 年度の最大の学校課

題であったいじめへの対応を契機に人間関係づく

りを重点目標の一つとして多様な取り組みを行い，

その結果，いじめや不登校が確実に減少してきた。

しかしながら，学校の教員以外の力を必要とする

生徒指導上の問題や学校適応の課題は依然存在す

る。課題の背景は複雑であり，学校では各種のア

ンケート調査で生徒を実態把握し，生徒指導委員

会を中心として校内及び校外のメンバーと連携す

る等，チームによる援助を取り入れた体制作りに

努めている。これらの生徒指導・教育相談体制を

継続するには，体制の推進役であるリーダーある

いはコーディネーターの配置や活用方法の共通確

認の場及び全職員の力量向上のための研修が必要

となる。しかしながら，忙しい学校現場では，全

員で校内研修を受ける時間の確保や，リーダーが

専門性を高めるために校外研修を受けるための時

間調整が困難である。また，社会の変容に伴う校

内研修で取り上げるべき内容は増加する一方であ

り，研修時間の枠内での研修内容の精選も課題で

ある。つまり，全ての教員が生徒の課題を総合的

に把握し，適切に指導・支援できる力量の向上と

同時に，リーダーとなる一部の教員が適宜チーム
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を構成し連携できる力量の向上と，2 層の力量形

成が望まれるのである。  
よって，本研究は，これらの課題を解決し，チ

ームとして生徒指導上の課題に取り組むために必

要とされる教員の力量向上を実現するため，現場

で行える効率的な校内研修を形態･内容の双方か

ら検討し，チームによる生徒指導・教育相談体制

に寄与する要因を検討する(図 1)。 
校内研修の形態を検討する際に，教員が研修の

重要性を理解し，研修に必然性を感じる仕組みが

必要だと考え，研修を受ける側への動機付けや意

欲等の教員の心理面に重点を置き，教師の職能発

達に関する先行研究を行った。また，一方では，

生徒指導・教育相談体制作りに欠かせないものにつ

いて，当該の領域における担当者養成プログラム等

から，特にリーダーに必要とされる要素を選別し，

生徒指導・教育相談スキルとされる内容を精選して，

研修に取り入れるべき項目を整理した。 
これらの予備研究を反映させ，2 段階の構造からな

る校内研修を構成・実施し，全教員の力量を高め，

生徒指導・教育相談体制の定着を促進させる過程を

検討し，研修システムの有効性を図ることを研究の

目的とした。 

研究の仮説

本研究では，生徒の学校適応促進を目的とし，

教師の職能発達等の理論による構造化された 段

階の生徒指導・教育相談に関する校内研修を実施

すれば，多忙を極める現場においても生徒指導・

教育相談に関する教員の力量が向上し， チームに

よる生徒指導・教育相談体制を定着させることが

できるとの仮説に基づき検討を行う。

研究の実際：予備研究

目的

生徒指導・教育相談リーダー担当者に必要なス

キルの分析や教師の職能発達に関する先行研究及

び実践を整理し，2 段階の校内研修の構造化と実

践に反映させる。 
方法

⑴予備研究：研修内容の検討

生徒指導・教育相談活動内容からの分析

生徒指導と教育相談の活動は，全生徒を対象と

する予防・開発的な活動あるいは積極的活動とい

う面において，共通するものが多い。本研究にお

いては，主に教育相談活動において求められる力

量についての先行研究を分析した。西山(2012)は，

「一般教師の力量形成」「教育相談担当者の専門

性」「全体的視点の活動」の 3 種の立場と状況か

ら，教育相談において「実施すべき活動」と「実

施するのが好ましい活動」を示した。一般教師の

力量を基盤として，教育相談担当者の専門性を兼

ね備えたスキルが教育相談リーダーに求められる

と考え，それらの「実施すべき活動」を分析し，

17項目のスキルをまとめた(表1)。次に高村(2012)
と生徒指導提要(2010)の内容から，6 つの力に絞

った(表 2)。高村は，「教育相談コーディネーター

の役割モデル像」として，①情報収集②相談業務

③対応策検討④連絡・調整，の 4 つの活動を挙げ

た。また，生徒指導提要では，担任が教育相談を

行うためには「問題を解決する」「問題を未然に防

ぐ」「心の発達をより促進する」「保護者との協力

関係」「教職員との連携」が必要だと述べている。 
養成研修項目からの分析

生徒指導，教育相談担当者を養成する研修や，

その他の心理職の養成プログラムから，教育相談

スキルを分析した。長江(2010)らは，①学校内情

報共有機能②専門家との連携機能，③情報集約機

能，④生徒・保護者への情報発信機能，から生徒

指導主事プログラムを開発した。 
アメリカのスクールカウンセラー養成プログラ

ムでは，①チームワークをリードする力量，②コ

ンサルテーション実践の力量，③保護者等と協働

する力量，④生徒の発達的観点のニーズを把握す

る力量，の 4 領域から構成されている。臨床相談

部門の学生の教育は，カウンセリング力，アセス

メント力，実践的介入力の 3 つの力量形成を求め

ている(西山，2012)。 
  予備研究で整理されたこれらのスキル分析から，

生徒指導・教育相談リーダーが獲得すべき内容は，

「予防・開発力」「観察・理解・対応力」「状況判

断力」「チーム形成能力」「話し合い能力」「外部と

2 2
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図 ：研究構想図
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連携する力」の 6 項目であるとされた。さらに，

この 6 項目が示す力量を具体的に表現し，「生徒

指導・教育相談リーダーに求められる力」として，

10 項目のスキルをまとめた(表 1)。この項目は教

育相談リーダー研修の内容とマッチングさせ，教

師の自己評価表や管理職からの客観評価表の項目

とも一致させるなど，研修内容に反映させた。 
⑵予備研究：研修形態の検討

予備研究において，教師の心理面から，研修へ

の意欲の向上につながるものを整理し，研修の構

造化に生かした。 
教師の職能発達を支えるもの

淵上(1998)は，小中学校教師を調査し「子供を

理解すること」と「仕事に魅力を感じ満足感を持

つこと」の 2 つの要因が教師としての成長の高さ

と関連するとした(図 2)。この教師としての成長を

教師の職能発達と呼び，教科指導や生徒理解等の教

職能力を成長・発達させる教師の職能発達を支える

主な要因は，内発的モチベーションや自己有能感で

あると言う。教師の内発的モチベーションは活動

自体への興味や関心を持ち，自主性を育て責任あ

る仕事を任せられると高まる。また，それらをう

まくやれそうだという信念（自己有能感）を持つ

ことが大切であるとされる。また，多忙な中でも

教師が教科指導や生徒理解を中心とした教職能力

を高めるためには，教師の意欲の在り方が極めて

重要になるとされる(原岡，1992)。これらの説を

受け，内発的モチベーションや自己有能感という，

人間行動の重要な面を研修の形態に取り入れた。 
形式

第一段階のリーダー研修は，一部の教員を対象

に OJT 形式で研修を実施した(表 2)。OJT(On the 
Job Training)とは，同じ職場にいる上司や先輩が

部下や後輩に対して，仕事を通じて職務に必要な

能力(知識・技術・態度)を計画的・重点的に養成

することである(岡部，1982)。柴田・西山(2012)
によると，OJT のメリットには，実態に合い，経

験に基づいた具体的な指導助言が即時即場で行え

ること，また，自分の実践へのフィードバックが

でき，心理的なサポートが得られること等がある，

とされている。よって，本実践では，これらのメ

リットを生かし，選出された生徒指導・教育相談

リーダーが生徒指導・教育相談の打ち合わせに参

加し，目先の切迫した事例をチームで解決する過

程を通して学んでいく形態をとった。 
段階の校内研修の構造化

  これらの予備研究を反映させ，次の 2 段階の構造

を持つ校内研修を構成した(図 3)。まず，1 段階目に

生徒指導関係の分掌を担当する一部の教員を次世代

の生徒指導・教育相談リーダーとして選出し，報告

者がリーダー研修を実施する。リーダー研修におい

て，切迫した生徒指導上の問題を解決する OJT と，

生徒指導・教育相談の理論と実践を学ぶことで，リ

ーダーが活動自体への興味・関心や責任感を持つこ

とを意図した。次に 2 段階目として，そのリーダー

に学校全体への生徒指導・教育相談体制に関する研

修の企画・進行を任せる。このことで，責任ある仕

事を任されるという，リーダーとしての内発的モチ

ベーションや自己有能感が向上する様子を検討でき

ると考えた。 
 

研究の実際：本研究

第 段階「生徒指導・教育相談リーダー研修」の

構造化と実践および検証 
在籍校A中学校および協力校B中学校の一部の

 

 

図 ：教師の職能発達を支えるもの

表 ：自己評価・客観評価の項目

生
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学
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図 ： 段階の校内研修の概念図
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教員を対象に，生徒指導・教育相談を担当するリ

ーダーとしての研修を実施する。研修内容は，リ

ーダーとして，適宜にチームを編成し，学校全体

の生徒指導・教育相談活動を充実させ，組織的な

体制づくりの促進ができる力量の形成を目指すも

のとする。また，このリーダー研修を通して，教

師の職能発達の変容を見とる。 
研究期間と研究対象

平成 26 年 11 月〜平成 27 年 12 月(研修 10 回)  
福岡市内の A 中学校 
生徒指導関係の分掌である教員歴 5〜20 年目の

男性 3 名，女性 4 名，計 7 名を対象とする。 
研究期間と研究対象

平成 27 年 4 月〜平成 27 年 8 月(研修 5 回)
福岡市内の B 中学校 
教員歴2〜5年未満の若年層教員である男性4名，

女性 4 名，計 8 名を対象とする。 
第 段階「リーダーによる生徒指導・教育相談全体研修」

の構造化と実践および検証

在籍校A中学校および協力校B中学校において，

全教員を対象として，リーダーが，生徒指導・教

育相談についての校内研修を行う。研修を通して

教員としての職能を高め，生徒指導・教育相談体

制の意義・役割分担・活動内容・具体的なツール

等について理解し，学校全体の有効性を向上させ

る。また，この全体研修を通して校内の生徒指導・

教育相談の定着化に寄与する部分，及び各々の教

師の自己有能感への作用を見とる。なお，自己有

能感は自己効力感と同じ意味を持つと捉え，自己

効力感尺度を用いて，その状態を図る。 
研究期間 平成 年 月〜平成 年 月

研究対象

福岡市内の 中学校全教員 名 研修 回

福岡市内の 中学校全教員 名 研修 回

福岡市内の 中学校全教員 名 研修 回

（ 中学校では，研修を実施せず質問紙のみ実施 ）

研究の評価方法

〔自己評価〕 
○半構造化面接【生徒指導・教育相談スキル分析

の結果とリーダー研修の内容を反映させた項目】

⇨リーダー養成研修を通した変容の過程を図る

○教育相談の定着化に関する質問紙 西山，

【①教育相談の届く範囲②教員間の同僚性③生徒

支援の適切さ④外部の人材活用⑤教員間の協働性

⑥教育相談活動への合意⑦教育相談体制の一貫性

の 項目からなる】

○教師自己効力感尺度【 の作

成した教師自己効力感尺度を前原 が翻訳し

た 項目を貝川ら が表現を修正したもの

から，授業力に特化した 項目を除外した 項目

（教師力量限界 学習指導効力感 個人的効力感）

を使用】

〔客観評価〕 
○管理職への半構造化面接 
○リーダー研修対象者間での相互評価  
校内研修の実施

在籍校（ 中学校）における 段階の校内研修

在籍校では選出されたリーダーに対して，全職

員への紹介の場が与えられ，研究を元にリーダー

を中心にして全職員で研修を進める事が確認され

た。そのリーダーという立場の承認の場をスター

トに，表 に表した内容で研修を実施した。第一

段階であるリーダー研修は全 回，全体研修は

回に渡って行った。

協力校（ 中学校）における 段階の校内研修

校に隣接する同規模の 校に協力を依頼し，

段階の生徒指導・教育相談校内研修を実施した。

生徒指導関係の分掌を経験したことのあるミド

ル・リーダーをリーダーとして選出し，対象とす

ることを 校に依頼したが， 校では，若年層教

員対象の校内 研修の一環として， 段階の校

内研修を短期集中型で実施することになった。研

修を実施する事前に，管理職等から各リーダーへ

の評価やメンバーとの顔合わせや課題の聞き取り

を行った。研修は，生徒指導・教育相談概論と各

リーダーが苦戦している事例へのコンサルテーシ

表 ：協力校における研修内容

表 ：在籍校における研修内容
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ョン，及び全体研修の企画・準備等， 校の課題

に沿ったものを精選して実施し（表 ），併せてア

ンケートを全教員に依頼した。また，在籍校と同

規模，同区内の 校においては，全教員へアンケ

ートのみを依頼し， 段階の校内研修を実施しな

いケースとして，比較の対象とした。

結果と考察

在籍校（ 中学校）における 段階の校内研修の

検証結果より

在籍校における生徒指導・教育相談リーダーに

対する半構造化面接の分析結果からは，第 段階

のリーダー研修において，研修に対するモチベー

ション向上の効果が見られた(図 4)。以下に時系列

に見られた教員の変容を半構造化面接の分析から

示す。

〜 ヶ月後の結果

第 1 段階のリーダー研修を 3 回実施した後に，

各回の半構造化面接結果を分析した。結果をチー

ム援助の有効性，観点別・領域別の見立ての有効

性，研修への意欲の高まり，の 3 種類に分類され

た(表 4)。「チームで取り組む有効性や互いの観点

の違いが，指導や援助に対する新たな視点を得る

ことにつながる」といった内容の感想が多く，こ

の OJT を推進する意義があると考察した。 
また，半構造化面接により，研修後に各リーダ

ーに承認の効果が認められた。各リーダーは，管

理職からの客観評価や周囲からの相談等が増えた

事実等を通して，自分の力量や特性を「評価され

た」ことを，「承認された」，「賞賛された」，ある

いは「関心を持たれた」と捉え，自己研鑽や研修

への意欲を促進した，という感想が全員から得ら

れた。 
〜 ヶ月後の結果

段階目にあたるリーダーから全体への研修を

実施した後には，半構造化面接で語られる内容に

変化があった(表 5)。結果は，新しい視点や知識を

得られた事を通して，自己の課題に気づいたとい

う点と体制に対する意見，また，自己効力感の向

上についての意見に分類された。

協力校（ 中学校）における 段階の校内研修の

検証結果より

校においては，講師を含む若年層教員の

表 ：リーダー研修の感想 ヶ月後
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!

! !
 

 

図 ：モチベーション向上の効果

表 ：リーダー研修の感想 ヶ月後
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研修の一環として， 段階の校内研修の短縮版を

実施した。半構造化面接の結果からは，生徒や保

護者との関わり方や自己研鑽に関する意見や感想

が多く見られた（表 ）。

・ ・ 校の質問紙調査の結果より

段階の校内研修の実施前後に自己評価に関す

る質問紙調査を行ったのは， 名（在籍校

名，協力校 名，協力校 名）であった。

質問紙調査の各項目に置いて，先行研究において

一因子構造となっている「教育相談の定着」に関

する質問紙及び，教師自己効力感の下位尺度（教

師力量限界 学習指導効力感 個人的効力感）ごと

に群間 ・ ・ 及び時期 月・ 月 による

要因の分散分析を行った。教育相談の定着につい

ては，研修実施の主効果に 間， 間に有意差

が認められた。また，個人的効力感については，

間で有意差が見られた。

・ ・ 校の条件の違いより

・ ・ 校 校の条件の違いをまとめ（表 ），

各校の教育相談定着に関する質問紙と教師自己効

力感尺度との結果（表 ）から，研修の効果と

各条件の影響について考察した。

研修を実施した ・ 校の校長への聞き取りから，

つの効果が示唆された。 校校長は研修の効果を，

「リーダーに外部と連携する力が備わり，具体的

な生徒指導の効果が学校全体に現れた。」として，

「外部との連携力」を指摘した。

一方 校校長は研修の効果を，「若年層教員がリ

ーダー研修で新たな手法を学び，それを全体に研

修した後に全員で生徒理解の実践活動を行ったと

いう 段階式の校内研修の構造の良さを感じた。

結果として，リーダーも育ち，学校全体の生徒理

解が促進された」とした。ここで言うミドル・リ

ーダーとは， 年以上の教員経験と，生徒指導関

係の分掌に代表として携わった経験とがある教員

を指す。

また，研修中の ・ 校のリーダーの半構造化面

接の結果では，体制に関する意見の数や実践に則

した感想の数に違いがあった。 校の条件の違い

からその原因を考察する。表 のような条件の相

違点があるが，中でも研修の結果に影響を与えた

要因が 点考えられた。まず，研修の回数と教員

歴や校務分掌などの経験の違いに伴って，研修の

表 ： ・ 校リーダー教員歴の人数比較

表 ：教育相談の定着に関する質問紙と自己効力感尺度の分析結果 ・ ・ 校比較

表 ： 校リーダー研修の感想

表 ： ・ ・ 校の条件比較
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内容を変更した点。次に，研修時間や報告者の滞

在時間の違いから，管理職以外の評価を実施しな

かった点。そして，リーダーが年齢的（教員歴）表

，経験的（分掌経験）に周囲の教員から相談さ

れる立場であるかという条件により，リーダーが

周囲から承認される場数に大きな違いがあった点

である。教師の職能発達を支えるものの理論から

も，興味ある仕事を任されてあり，承認の場が十

分に確保されているという条件の違いが， 間の

個人的効力感の値にも見られるように，研修の効

果に影響したと考察した。

教師の職能発達の観点より

図 に示したリーダーに時系列に見られた研修

へのモチベーション向上の効果は，教師の職能発

達を支えるもの 淵上， と概念が同じであっ

た（図 ）。教師は活動自体に興味・関心を持つと

き，あるいは責任ある仕事を任され，うまくやれ

そうだという信念が持てたときに，内発モチベー

ションや自己効力感が高まり，それらが教師の職

能発達に支える，とされる。このことから， 校

で実施した 段階の校内研修は，構造上，教師の

職能発達や学校全体の有効性を高める働きを持つ，

と言える。また， 段階の校内研修を実施すれば，

校外の研修機関だけではなく，校内で リーダ

ー研修が実施でき，リーダーだけでなく，学校全

体の有効性向上に効果があると言える。

管理職からの援助の観点より

管理職による客観評価により，リーダー達の自

己効力感の向上への効果が見られた。管理職から

の客観評価を本人へ提示した後に研修のゴールを

意識した個人の研修目標を設定させると，全員が

客観評価の「期待するところ」と「弱み」に記入

された内容を反映させた目標を設定しており，期

待を意識して研修に望んでいることがわかった。

また，適宜に，教育相談リーダー研修対象者間で，

上司による客観評価と同じ用紙を用いて相互評価

を行った所，相互評価においても，「期待するとこ

ろ」と「強み」の部分に対して，「自己評価よりも

高く，励みになった」「研修への意欲が湧いた」と

いう意見が多く聞かれた。このことは，管理職の

援助が教育相談の定着に対して直接的なポジティ

ブな影響がある(西山，2012)という観点の根拠と

なる。また，教育相談の充実のために重要な役割

を果たすものは，①管理職(21%)②同僚の理解

(17%)③担当者の力量向上(20%)④教育相談担当

者の法的整備(18%)(相馬，2006)といった調査結果

からも，この 2 段階の校内研修では，管理職の関

心のもとに，同僚と認め合いながら研修を行い，

各自が力量向上していくという構造上の有効性が

示唆された。 
チーム援助の観点から

淵上(1995)は，学校組織における問題解決のた

めのチーム援助の重要性の点から，効果的なチー

ム作りに集団効力感は深く関連していると述べて

いる。そのために，教師個々の力量だけでなく，

教師同士の共同的関係を通して教師集団の力量を

向上させることが重要だとする。 
また，家近・石隈 は，中学校におけるコ

ーディネーション委員会の事例解決過程を分析す

る中から，①異なる専門性を持つ や教師等が協

力しあいながら問題解決を行うコンサルテーショ

ンおよび相互コンサルテーション機能，②学校全

体としての取り組みとして，生徒に対する効果的

な援助や情報の提供を行う，学校・学年レベルの

連絡・調整機能，③共有された援助方針をそれぞ

れの援助チームに伝えるチーム援助の促進機能を

見出している。そして，このような委員会を活用

することによって，校内に援助サービスのシステ

ムを整備することができ，学校全体の援助サービ

スの向上につながるのではないかとしている。こ

こで言う「コーディネーション委員会」は，この

段階の研修における，事例解決を目的としたチ

ーム援助会議や相互コンサルテーションの実施と

いう面で，活動や機能が重なる部分が多い。従っ

て同じような学校全体の援助体制作りに有効であ

ったと考察する。

チーム学校に貢献できる今後の展望より

研修終了後の現在，在籍校では，外部機関との

連携によるチーム援助として，ケース会議を以前

よりも頻繁に，月平均，2，3 件のペースで行うよ

うになっている。連携先は，児童相談所，少年鑑

別所，区の子育て支援課などを中心に，多岐に渡

っており，多い時には，外部の参加者が 8 カ所か

ら集まることがある。

本研究の最中に，平成 26 年 7 月，文部科学大

臣から「これからの学校教育を担う教職員やチー

ムとしての学校の在り方について」諮問を受け，

同年 9 月より「チームとしての学校・教職員の在

り方に関する作業部会」が設置された。その中で

「チームとしての学校」が求められる背景と具体

的な改善方策の一つに，生徒指導上の課題解決へ

の「チームとしての学校」の貢献が述べられてい

る。具体的には，心理の専門家である SC や福祉

の専門家である SSW を活用して子供達の様々な

情報を整理統合し，アセスメントやプランニング

をした上で，教職員が内外の援助資源から構成さ
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れるチームで，問題を抱えた子供達の支援を行う

ことが重要である，と述べている（文部科学省， 
2015）。また，チームとしての学校において，教

職員と専門スタッフ等の調整役は副校長及び教頭

が行い，全体をマネジメントする管理職と教職員，

専門スタッフとの間に立ち，意識の共有を図るこ

とを主幹教諭の役割としている。しかし，在籍校

では，連携の際の窓口は，教頭であるが，具体的

な調整は，チーム編成や会議の進行を含め，生徒

指導・教育相談リーダーが行うケースが多い。 
このことから，今後，チームにおける援助活動

を推進するには，生徒指導主事，教育相談担当者

や特別支援教育コーディネーター，養護教諭など

のミドル・リーダーに，編成や進行を含むチーム

を運営する力や外部との連携の力が求められると

予想される。また，このようなリーダーによるチ

ーム援助の力量が，若年層教員の支援や学校全体

の生徒への学校適応援助の有効性を高めることに

つながるのではないか。その際に，多忙を極める

現場においても実施可能な構造を持つ，2 段階の

校内研修が，チーム援助活動を推進できるリーダ

ーの育成と体制作りに貢献できるのではないかと

考える。 
 

まとめ

本研究を通して，中学校で教員の職能発達をふ

まえた力量向上と構造化された校内研修体制を組

むことは，チームによる生徒指導・教育相談体制

の定着に寄与することが示唆された。その際には，

チーム援助活動を推進できるミドル・リーダーの

育成が鍵になることが示された。さらに，報告者

のような専門性を学ぶ機会を得た者が，管理職や

学年主任と連携してミドル・リーダーを評価ある

いは承認する場を伴って研修を実施する必要があ

る。また，ミドル・リーダーが全体の職員への研

修を担当するだけではなく，研修で得た知識を生

かして実際に生徒指導上の切迫した問題を解決す

るという実践により，周囲の承認がさらに高めら

れた。実践の具体例としては，問題行動に対する

警察との連携，家庭の問題への介入としての外部

機関との連携，連携のためのケース会議における

チーム編成，会議の進行等のコーディネートや，

個別の課題に対する保護者面談， との連携によ

る生徒指導上の問題の解決等である。ミドル・リ

ーダーによるこれらの実践を通して，周囲の教員

からリーダーへの相談が増えていった。この周囲

の教員をはじめとする承認の機会と，管理職，学

年主任からの評価がリーダー自身の自己効力感の

向上に作用し，職能発達へとつながった。

課題としては，研修のための人材の確保が挙げ

られる。この 段階の校内研修を実施するには，

本研究における報告者のように，各学校へ派遣し

て研修を実施する役割の者を設定するか，学校か

ら代表者 名を校外研修に派遣して専門性を学ぶ

必要がある。つまり， 段階の前段階に専門性を

身につける研修を受け，実質的には 段階の研修

を組む必要があると思われる。前段階の専門性と

知識を身につける教職大学院のような学びの場を

広く設けることや現場で実践できる校内研修への

人材派遣の工夫が求められるであろう。 
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